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第１回東京都社会福祉審議会検討分科会会議録 

 

 

Ⅰ 会議概要 

 １ 開催日時  令和７年５月１６日（金）午後３時から 

 ２ 開催場所  第一本庁舎３３階南側 特別会議室Ｓ２ 

 ３ 出 席 者  【委員】 

         栃本分科会長、和気副分科会長、秋山委員、駒村委員、筒井委員、畑

中委員、三沢委員、山田委員、楊委員、小林臨時委員、多賀臨時委員、

髙橋臨時委員、原田臨時委員、檜山臨時委員、前田臨時委員 

         【オブザーバー】 

         平岡委員長 

（以上１６名） 

【都側出席者】 

石塚福祉局政策推進担当部長、霜越福祉局企画部政策推進担当課長 

 ４ 会議次第 

  １ 開会 

  ２ 審議事項 

   （１）人生１００年時代における東京の福祉施策のあり方について 

   ア 前田展弘臨時委員 「高齢者就労と福祉政策～『地域人財』としてシニアが活

躍できる福祉政策を～」 

   イ 多賀 努臨時委員 「成年後見制度の問題点と２０５０年の展望」 

   （２）その他 

  ３ 閉会 

 

○霜越政策推進担当課長 恐れ入ります。定刻となりましたので、開始させていただけれ

ばと思います。 

 ただいまから東京都社会福祉審議会第１回検討分科会を開会いたします。お忙しいとこ
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ろ、お集まりいただきましてありがとうございます。 

 本検討分科会ですけれども、東京都社会福祉審議会規程第３条第２項に基づきまして、

今年度の意見具申に向けて議論するために設置されるものとなります。また、検討分科会

の下に、委員の人数を絞って非公開の起草委員会を別途設ける予定としております。こち

らの委員会でも、論点を整理いたしまして意見具申の骨子案を作成してまいります。 

 本日は、ご出席、どうもありがとうございます。空調の問題なのか少し部屋が暑かった

りもしますので、適宜上着を脱いでいただいて調節していただければと思います。大変恐

れ入りますが、よろしくお願いいたします。 

 申し遅れましたけれども、私、本審議会事務局の福祉局企画部政策推進担当課長の霜越

と申します。どうぞよろしくお願いいたします。分科会長選任までの間、会議の進行をさ

せていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 議事に入る前に何点かご連絡させていただきます。 

 まず、委員の皆様の出欠につきましてご報告いたします。本日欠席のご連絡をいただい

ております委員の方々は、井上委員、室田委員、髙山委員でございます。お一人まだお見

えではないようなんですけど、ちょっと確認できておりません。本日の出席の委員は現時

点では１５名という形になります。本会の委員総数は１８名ですので、委員総数の半数以

上、定足数に達しているということでご報告いたします。 

 続きまして、会議資料の確認をさせていただきます。資料１、検討分科会委員名簿と検

討分科会幹事・書記名簿、資料２「会議の公開の基準について」、資料３「意見具申まで

のスケジュール案」でございます。本日ご発表いただく委員の資料は、資料４が前田展弘

委員、資料５が多賀努委員の資料となっております。 

 また、参考資料としまして、１、第２２期東京都社会福祉審議会意見具申（２０４０年

代を視野に入れた東京の中長期的な福祉政策のあり方）、参考資料２「２０２５東京の福

祉保健」、同じく３「東京の福祉保健２０２５ 分野別取組」、そして４「第２３期東京都

社会福祉審議会 審議提案テーマメモ」、それから資料５で「基礎資料集」となっており

ます。参考資料の１から３につきましては、事前に送付いたしました次第に資料のリンク

を貼ってございますので、恐れ入りますがウェブにてご参照いただければと思います。 

 資料の確認は以上となります。 

 次に、会議の公開についてご説明いたします。当分科会は審議会に準じて公開となって

おります。本日は事前にご連絡をいただいた傍聴の方がいらしておりますので、お知らせ
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いたします。 

 また、当分科会の議事録は、後日、東京都福祉局のホームページで公開させていただき

ます。 

 なお、当分科会は事務局の記録作業のため録画させていただいておりますので、ご承知

おきください。録画映像の公開はいたしません。 

 続きまして、ご発言の際の説明になります。会場にいらっしゃる委員の皆様は、ご発言

の際は挙手をお願いいたします。指名されましたら事務局がマイクをお持ちいたしますの

で、ご発言の際はオンラインの方にも分かるようにお名前をおっしゃっていただいて、そ

の上でご発言をお願いいたします。オンラインで参加の委員の皆様におかれましては、ご

発言の際以外はマイクをオフとしていただきますようにお願いします。ご発言を希望され

る際はアイコンで挙手をいただきまして、指名されましたらマイクをオンにして発言をお

願いいたします。 

 なお、もし２台パソコンを使用される場合は、両方のマイクをオンにしますとハウリン

グの原因となりますので、ご注意いただきますようお願いいたします。もしマイクをオン

にしても発言の声が聞こえないなど不具合がございましたら、一度、会議から退出して再

度入室していただくなど、よろしくお願いいたします。 

 東京都職員につきましては、カメラ、マイクともにオフとしていただきますようによろ

しくお願いいたします。 

 続きまして、本日は新たな分科会の発足でございますので、資料１、検討分科会委員名

簿に沿いまして、ご出席の委員の皆様を順に紹介させていただきます。 

 秋山正子委員でございます。 

○秋山委員 秋山です。よろしくお願いします。 

○霜越政策推進担当課長 駒村康平委員でございます。オンラインでご参加いただいてお

ります。 

○駒村委員 よろしくお願いいたします。駒村でございます。 

○霜越政策推進担当課長 筒井孝子委員でございます。オンラインでご参加いただいてお

ります。 

 栃本一三郎委員でございます。 

○栃本委員 栃本です。よろしくお願いします。 

○霜越政策推進担当課長 畑中綾子委員でございます。 
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○畑中委員 よろしくお願いします。 

○霜越政策推進担当課長 三沢幸史委員ですが、ちょっとまだ到着されていないと。オン

ラインに切り替えられた。三沢幸史委員でございます。よろしくお願いします。 

○三沢委員 よろしくお願いします。オンラインで参加しております。 

○霜越政策推進担当課長 山田昌弘委員でございます。 

○山田委員 よろしくお願いします。 

○霜越政策推進担当課長 楊光耀委員でございます。 

○楊委員 よろしくお願いいたします。 

○霜越政策推進担当課長 和気純子委員でございます。 

○和気委員 東京都立大学の和気と申します。よろしくお願いいたします。 

○霜越政策推進担当課長 本日ご欠席ではございますが、井上委員、室田委員でございま

す。 

 続きまして、臨時委員の皆様をご紹介いたします。 

 小林良二委員でございます。 

 多賀努委員でございます。 

○多賀臨時委員 よろしくお願いします。 

○霜越政策推進担当課長 髙橋紘士委員でございます。 

 原田謙委員でございます。 

○原田臨時委員 よろしくお願いいたします。 

○霜越政策推進担当課長 檜山敦委員でございます。 

○檜山臨時委員 よろしくお願いします。 

○霜越政策推進担当課長 前田展弘委員でございます。 

○前田臨時委員 よろしくお願いいたします。 

○霜越政策推進担当課長 また、本日ご欠席ではございますが、臨時委員として髙山委員

がいらっしゃいます。 

 それから、オブザーバーとして当分科会にご参加いただいております平岡公一委員長で

ございます。 

○平岡委員長 よろしくお願いいたします。 

○霜越政策推進担当課長 次に、幹事・書記ですが、配付させていただいております名簿

資料のとおりとなっております。個々の紹介は割愛させていただきます。 
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 続きまして、分科会長の選任でございます。東京都社会福祉審議会規程第４条第１項に

よりまして、当分科会に委員及び臨時委員の互選による分科会長を置くこととなっており

ますが、委員の皆様からの立候補または推薦はございますでしょうか。 

 立候補、ご推薦がないようですので、事務局から推薦させていただきたいのですけれど

も、よろしいでしょうか。 

（異議なし） 

○霜越政策推進担当課長 恐れ入ります。そうしましたら、当審議会の副委員長としてご

尽力いただいております栃本一三郎委員にお願いしたいと存じますが、皆様、いかがでし

ょうか。 

（異議なし） 

○霜越政策推進担当課長 ありがとうございます。ご異議がないようですので、栃本委員

に分科会長をお願いしたいと思います。 

 それでは、早速ですが、分科会長、ご挨拶をお願いしたいと思います。 

○栃本分科会長 栃本でございます。ひとつよろしくお願いしたいと思います。 

 最初に少しだけお話ししたいと思います。２３期の意見具申は、来年２月、ないしは過

去の例ですと３月に行われます第７４回の社会福祉委員会総会において意見具申を提出す

るという運びとなります。既に「人生１００年時代における東京都の福祉政策のあり方」

というテーマ及び内容になることは、さきに行われました３月の総会において決定してお

ります。 

 なお、３月の総会において総会メンバーの委員よりご意見やアドバイス等を頂戴いたし

ました。それについては、私と事務局で丁寧にご意見の骨子を振り返り、今後の起草に当

たっての留意事項としたいと考え、具申に当たって反映させていただきます。 

 「人生１００年時代における」というのは、かつてのある意味では言い古された人生８

０年時代とかそういうようなことに似ているということになるわけですけれど、従来の人

生８０年時代におけるといいますと高齢期に実際には焦点化されて、エイジングに伴う社

会変化であるとか生活の変化、そしてそれぞれの人の変化ということで比較的中高年にフ

ォーカスされているということであったと思います。しかし、今回はそういった意味での

人生１００年時代という意味ではありません。誰にとってもそうなる、全世代がおのおの

対応していく人生１００年時代なわけです。そして、各世代がそれぞればらばらに世代間

が分離するのではなく、実際につながりがあるわけですから各世代がそれぞれつながった
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人生１００年なわけです。もちろんつながりがないというのであれば、それを少しつくっ

てみるということもあろうかと思います。 

 若者にとっても、これから生まれてくる子供たちにとっても、子育て中のお父さん、お

母さん、高齢の両親について今後のことを子供として考える、自分自身が中高年になって

いる者にとっても、誰もが人生１００年をどのように自分仕上げにカスタマイズさせ、子

供たち、孫、親たちとの関係、そして血のつながりのない子供世代や青年世代、実年世代、

高齢世代、超高齢世代との関係性、そしてジェネラティビティというものを地域の中で考

えてみるということがこのテーマの中には含まれます。若者にとっても人生１００年は可

能性が広がるものでなければなりませんし、仮に例えば中年においてとしても、その後に

ついて再チャレンジできレジリエンスが発揮され、社会の脆弱性を克服できるような環境

をつくることも大切です。そういった仕掛けのある人生１００年ということです。 

 次に、テーマでは「人生１００年時代における福祉政策のあり方」ということになって

います。そういった場合に、場合によっては１００歳まで生きるような時代が安心・安全

の、そしてそれが明るいものであるように夢を描くということではありません。そうでは

なくて、そういった社会にするためにどうすればよいのか、どのようなことを今から社会

の中に、将来、切り株から芽が出るように種をまいた場所を超えて広がり、からし種のよ

うに発芽して広く広がっていくための種をまき、それが育つ環境を考えるということです。 

 そして、さらにもう一度このテーマを見るならば、「福祉施策のあり方」となっていま

す。すなわち、評論であるとか福祉の在り方ではなく、福祉施策を具体的に提案できるも

のまでにして意見具申を行うということです。今のうちに進めなければならない施策の転

換は、現実の現存する施策について場合によっては変更を迫るものになることもあるかも

しれません。また、発想を転換すべきだということになるかもしれません。すぐに着手で

きること、少なくとも課題としてきちっと認識し、それに対する着手の必要性を国の立場

ではなく東京都として問い、発信していくことが、国、政府に対して地方政府が行うべき

都民に対する責務とも言えます。そして、具体的なシステムや仕組み、変更、検討すべき

ではないということで具体性を持って明記し、具申できるものにしていきたいと考えます。 

 今回、冒頭、課長さんのほうからお話がありました、今日は分科会ということなんです

けれど、さらに少人数の起草委員会を設置し、１０名の臨時委員７名、委員のほうは私と

和気先生と室田先生を含めて３名、そしてオブザーバーとして平岡社会福祉審議会委員長

が入り、第２回の検討分科会が６月に行われますので、それ以降、起草作業に入りたいと
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考えております。ぜひよろしくお願いいたします。 

 ちょっと長くなりましたけれど、冒頭、趣旨を述べさせていただきました。 

○霜越政策推進担当課長 ありがとうございました。 

 それでは、これから先の議事進行につきましては栃本分科会長にお願いしたいと存じま

す。よろしくお願いいたします。 

○栃本分科会長 最初に、副分科会長の選出をさせていただきます。東京都の社会福祉審

議会規程により、副分科会長は分科会長が指名するということになっております。突然で

はありますが、ぜひ和気純子委員にお願いしたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（異議なし） 

○栃本分科会長 それでは、和気先生、一言ご挨拶をいただけますでしょうか。 

○和気副分科会長 改めまして、東京都立大学の和気純子と申します。ただいまご指名が

ございましたので、副分科会長のほうを引き受けさせていただければと思います。 

 私は、専門は高齢者福祉施設とかソーシャルワーク、最近は国際社会福祉などにも取り

組んでおりますけれども、研究の近年のテーマといたしましては支援困難な複合的な課題

を抱える高齢者への支援ですとか、あるいは外国人介護士の受入れと地域での共生、それ

からヤングケアラー、ダブルケアラー、ワーキングケアラー、男性ケアラーといった多様

な介護者の存在となどがあります。本分科会を通じまして栃本委員長の下で皆様と活発に

いろいろ議論を交換できれば幸いと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 以上です。 

○栃本分科会長 和気先生、ありがとうございました。 

 また、当分科会につきましては、先ほど事務局から説明がありましたとおり、審議会に

準じて原則公開となっております。公開の基準について、詳細は資料２のとおりです。 

 分科会のスケジュール等については、資料３にございますとおり、検討分科会及び起草

委員会を開催して作業を進めた上で、年度内に審議会として意見具申の内容を取りまとめ

東京都に提出することを予定しております。委員の皆様方から様々な知見をいただきなが

らこの分科会で検討してまいりたいと思いますので、ご協力をよろしくお願いいたします。 

 それでは、３月の総会におきまして今期の審議テーマとして設定いたしました「人生１

００年時代における東京の福祉施策のあり方」について、審議を進めてまいりたいと思い

ます。審議テーマの設定の経緯は参考資料４をご参照ください。 
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 本日は、この審議テーマに関連いたしまして、前田委員、多賀委員の二人の委員からご

発表をいただき、議論を深めていきたいと思います。 

 それでは、限られた時間ではありますけれど、最初に前田臨時委員からご発表していた

だきたいと思います。よろしくお願いします。 

○前田臨時委員 ご紹介いただきました、ニッセイ基礎研究所の前田と申します。本日は

このような貴重なお時間をいただきまして、ありがとうございます。私のほうからは、高

齢者の就労の問題を切り口として、これから必要な福祉政策について考えてみたいと思い

ます。 

 先に結論を申しますと、こちらにもございますが、地域を支えるいわゆる地域人材とし

てシニアの方が活躍できる、そうした福祉政策を打ち出すことができないかということを

考えております。私自身はジェロントロジー、老年学、高齢社会総合研究学を専門として

おりまして、その中でも「生涯現役社会の実現」ということをライフワークとして取り組

んできております。 

 今日はこちらの三つのテーマの流れで進めてまいります。最初の部分はもう釈迦に説法

なことですので、簡単にさせていただこうと思います。 

 生涯現役社会の意義ということでは様々な文脈からそのことが言われているわけですけ

れども、社会の視点からは、高齢者の割合が増えていくという中で、社会の支え合いのバ

ランス、また社会の活力の維持のためには高齢者の活躍が期待されるわけです。そして、

労働力に限ってみても当然ながら同じことが言えるわけです。 

 地域について考えますと、ちょっと東京都は当てはまらないかもしれないんですけれど

も、全国的なことで申しますと、地域を支える人材というのがどんどん減っていっている

中で、それこそ将来的に枯渇化してしまうんじゃないかというような懸念もございます。

様々な調査結果を見ても、地域の担い手の減少が不安だということですとか、地域の雇用

の場の確保が必要だと、そういったことが数多くの声として聞かれているところです。 

 一方で、一人一人の個人の立場で考えますと、人生１００年時代、今ほどもありました

けれどもすっかり定着してきている中で、本来的には長生きできることは喜ばしいことで

ありますけれども、実態としては先を考えると不安なことばかり、健康のこと、お金のこ

と、生きがいのこと、そういう将来不安を抱えている方がほとんど、多数だと思います。

ですけれども、高齢期の就労及び社会参加を継続できるということは、それぞれ健康の面

でもお金の面でも生きがいの面でもプラスの効果が期待できます。最近は年金の問題が注
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目されていますけれども、年金プラスアルファで５万円でも１０万円でも稼ぎ続けられる

ということは最大の生活保障にもなることですので、そういう面からも就労の必要性は言

えると思います。 

 「長生き」に対する意識について、これはデータの紹介だけですけれども、長生きに対

して「必ずしも良いとは言い切れない」という方が男性では半分、女性では３分の２を占

める状況が見られます。 

 あと、こちらは繰り返しですけれども、健康長寿、とりわけフレイルの予防、認知症の

予防のためには高齢期の社会性の維持が必要だということは様々な研究のエビデンスから

も支持されていることかと思います。 

 こうした中で、昨年９月に閣議決定されました高齢社会対策大綱、６年ぶり、５回目の

改定が行われましたけれども、その大きな取組の柱の一丁目一番地のところに「年齢に関

わりなく希望に応じて活躍し続けられる経済社会の構築、生涯現役社会の実現」というこ

とが挙げられています。私としてはこの生涯現役社会の実現なくして未来はないというふ

うに思っておりますし、様々な高齢化の課題がありますけれども、高齢化課題解決のその

最大の特効薬、ポイントになるのはこの生涯現役社会の実現だと考えております。 

 では、高齢者の就労状況がどうかということで、まず背景となります政策のところをち

ょっと振り返って確認しておきたいと思います。これまで高齢者雇用安定法の度重なる改

定が行われて６５歳までの雇用確保の道筋はついてきています。さらに２０２１年からは

７０歳までの就業確保措置が努力義務として事業主に課せられてきているところまで来て

おります。 

 ただ、その６５歳、７０歳まででいいのかといえば、ちょっと足りないと思うんです。

年齢にかかわらず活躍できる社会にしていくため、その生涯現役社会の実現という視点か

らの政策も展開されておりまして、近年の動向だけではありますけれども、直近ではこち

らの厚労省の「生涯現役地域づくり環境整備事業」というのが展開されています。ただ、

私も少し関わっておりますけれども、まだまだその成果、こうすれば大丈夫だというよう

な明確な成果を確立するまでには至っておりませんので、まだ道半ばという状況かなと思

います。 

 あと、関連して労働市場全体、企業の動向というところもちょっと見ておきたいと思う

んですけれども、これからの社会の変化、また政策の影響なども受けて、多くの企業の中

で、こちらの真ん中でございますけれども「中高年社員の戦力化」ということが一つの経



－10－ 

営課題になってきています。実際、様々な取組が進められてきておりますけれども、社内

で長く活躍してもらうためにといったところから、自律的なキャリア形成に向けた研修等

の取組も進められてきております。私も５０代ですけれども、こうしたことは先を考えた

ときにありがたいなというふうに思える部分はありますけれども、一方で、近年になって

急に自立しろ、自立しろと、これまで企業のために一生懸命やってきたけれども、これか

らは一人でしっかり生きていきなさいよということである意味ハッパをかける状況にもあ

りますので、そういう視点からは今の中高年社員も厳しい状況に置かれているという見方

もできるかなというふうに思っております。 

 定年との関係、今勤める企業、団体等で何歳まで働けるのかというような状況を確認し

ますと、ご覧のとおりですけれども、定年がないという企業は僅か４％で、９３％は６５

歳までなんですよね。７０歳の就業確保措置が努力義務で入っておりますけれども、それ

に対応している企業は全体では３割程度、一見多いなというふうにも見えるんですけれど

も、中身はほとんど継続雇用制度なので、この継続雇用制度は全ての人に適用できるわけ

ではなくて、会社として残ってもらいたい人にはその道筋があるということですから結論

的にはほぼ９割の企業の中でほとんどの人が６５歳が一つのキャリアチェンジのタイミン

グ、セカンドライフ、サードライフに移行するタイミングかなという状況にあります。 

 それで、全体の話に戻しますけれども、こうした政策、企業などの取組の結果、働けて

いるシニアの方、高齢者の方はどれぐらいいるのかということで確認しますと、ご覧いた

だきますとおり、この５０年、半世紀の間に、棒グラフですけれども、働く高齢者は約４

倍に増えている。よかったなということもありますけれども、この間に高齢者の人口自体

が５倍に増えていますので、ある意味人口に比例した形でこの労働市場も高齢化してきて

いるというふうにも言えるかなと思います。そして、年齢階級別の就業率もこちらのとお

り緩やかに上昇していっているというところであります。 

 あと、参考にはなりますけれども、働く高齢者が多い産業としては農業、林業、小売業、

医療、福祉、サービス業と、こういったところに一つの山が確認できるというところであ

ります。 

 ここからが課題提起といいますか、問題、課題の部分の話に移ってまいりたいと思いま

す。これはいろんなところで見られるデータにはなりますが、何歳まで働きたいかという

問いに、６０歳以上で現在仕事に就かれている方では約４割が「働けるうちはいつまで

も」働きたい、そしてその人も含めた約９割は少なくとも７０歳ぐらいまで、及びそれ以
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上働いていきたいというふうに考えているわけですね。国際比較のデータでも大変恵まれ

た、いわゆる国民性といいますか、働くことはいいことだというような価値が日本の中で

は非常に根づいているのかなというふうに思います。 

 しかしながらということで、私の研究テーマでもありますけれども定年後の空洞化問題、

かつてセカンドライフの空洞化問題と言われていたんですけれども、先ほどの就業率のデ

ータでも６０代後半、６５歳から６９歳、まだまだ元気に活躍できる方が多いんですけれ

ども、実際に働けている方というのは約半分、５割程度なんです。実態としては、定年を

迎えた後、活躍したい場所、活躍できる機会もないという方が非常に多い。そのことを定

年後の空洞化問題として捉えて問題視してきています。 

 この空洞化問題をもう少し掘り下げて観察していきますと、空洞化問題の中心というの

はⅡ層シニアの問題というふうに捉えております。このⅠ層、Ⅱ層、Ⅲ層という表現はい

つも叱られてしまうんですけれども、今回そのまま使っておりますが、Ⅱ層シニアという

のは簡単に言えば普通のシニアの方で、定年のある元会社員、公務員などの方々で、ここ

が一番のボリュームゾーンなわけですよね。一方で、Ⅰ層というのは高いキャリアを築い

てきている、あるいは手に職を持っている、明確なスキルがあるなどで、セカンドキャリ

アへの移行にあまり社会としては心配がない層をⅠ層と捉えております。一方、Ⅲ層の方

は低年金や無年金、最近は氷河期世代の問題も多くクローズアップされていますけれども

生活困窮層の方々、このⅢ層の方も重要な問題ではあるんですけれども空洞化問題とは論

点が少しまた変わってきます。どうしてもやはり生計のために働き続けなければならない

という層になります。その真ん中のⅡ層のシニアの方が、次に活躍したいところを探して

もなかなか見つけられないという空洞化問題に直面しているという状況でございます。 

 定量的に実態はどうかということも調査をしてきておりますけれども、ここでは全体の

ざっくりしたことを２点ほどだけご紹介したいと思います。これは６５歳から７４歳、全

国３，０００名の方、それを男女とⅠ層、Ⅱ層、Ⅲ層の条件をつけて分けて捉えておりま

すけれども、全体として約半数の方は仕事もされていない、地域活動もされていないとい

うことで、社会としては非常にもったいないという状況です。Ⅰ層の方は比較的アクティ

ブに仕事も地域活動もされていることも確認できます。 

 もう一つ、今働いていないシニアの方がこれから働くことについてどう考えているかと

いうことについてはこのような状況なんですけれども、この赤枠で囲ったところ、自分に

できそうとか面白そうだなということがあれば働いてもいいかなというふうに思っている、
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これが３割ぐらいいらっしゃるんですね。あと、もう経済的には大丈夫だからということ

で働くつもりはないという方も３割程度いらっしゃる。合わせて６割なんですけど、ちょ

うどこの赤枠のシニアの方々に対しては、社会から新たな働きかけを行うことでそれこそ

社会を支える側に導いていくことができる可能性がある層でこれぐらいのボリュームがい

ると見ています。 

 それで、こちらのスライドが強調したいところになりますけれども、じゃあこの定年後

の空洞化問題がなぜ起こってしまっているのか、なぜ解消できないのかということについ

ては、よく言われますけれども、まさにミスマッチの問題が解消できていないということ

に尽きるかなと思っております。人手不足を背景にシニアも含めて求人の数というのは

年々増加してきて、ある意味、仕事を選ばなければ働ける環境にもなってきているなとい

うところはありますけれども、こちらの左側にあるような仕事については、これらが悪い

とかそういうことでは全くないんですけれども、Ⅱ層シニアの方が望むニーズとはミスマ

ッチを起こしてしまっている。 

Ⅱ層シニアの多くの方はまだまだ活躍できて何かをしたいとは思われているのですが、年

金もそこそこあり無理してまで働く必要もないという状況にもあります。じゃあどういう

ところならというニーズについては、自分が役立てるとか感謝されるとか、そういう仕事

を望まれる方が非常に多い。現役時代のように、会社のために一生懸命働く、稼がないと

いけないから稼ぐということではなくて、協力する、貢献するというようなことならいい

かなという人が多い。つまり、仕事や働くことに対する目的が現役時代とは明確に異なっ

てくるんですね。自分が役立てる、感謝される仕事、また人のため、社会のためというよ

うなこうした仕事が非常に望まれると見ています。あとは、まだまだ元気とはいえ、でき

ればマイペースで無理なく働ける仕事、楽しみがある仕事、こうしたところが非常にニー

ズが高いということですね。あとは、自宅のそばで、あるいは経験を生かせる、さらには

時々だけでいいとかイベントの仕事とか、これだけという仕事、また最近はやりのスポッ

トワークとか、こういったところも比較的Ⅱ層のシニアの方のニーズが大きいかなという

ふうに見ています。 

 こういう実態を見ていきますと、じゃあどういうところを開拓、拡大していく必要が社

会としてあるかということでは、公共サービス、介護・福祉、子育て・教育などのまさに

公共性、地域性の高い仕事、ここを広げていくことがこのミスマッチの問題を解消するア

プローチになると考えています。以降、こちらのほうは、具体的にはどういう仕事がある
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んだということで以前アンケートした結果になります。 

 それでは、何をしていけばいいのかということを最後のまとめとして話していきたいと

思うんですけれども、まず前提の話として「人生１００年時代」の理想の生き方、活躍の

仕方をどう考えるかということについて。今、社会全体、政策の方向としてはパターンＡ

からパターンＢへ、７０歳ぐらいまでは働けるようにしようという方向になっております

けれども、私としてはパターンＣが理想だと考えています。具体的には、６５歳までは生

計のために働いて、その後は、もちろん人によりますけれども、年金という経済基盤の下

に自宅のある地域の中で健康や生きがいなどを重視する形での、「生きがい就労」と呼ん

でいますけれども、その生きがい就労をしていく、それこそ８５歳ぐらいまで、仕事の中

身も変えながら、量も変えながら続けられるということが理想ではないかというふうに考

えています。 

 こうしたことに実際に取り組んだことがありまして、少しだけご紹介させていただきた

いんですけれども、もう１０年以上前のことにはなりますけれども千葉県の柏市で「生き

がい就労事業」というのに取り組んできました。こちらは柏市での長寿社会のまちづくり

のプロジェクトの一環で、私がこの就労事業を担当しました。セカンドライフの空洞化問

題、定年後の空洞化問題の解決策を最終的に就労できる環境づくりに求めてきたことが結

論ではあるんですけれども、それに至るプロセスを少しお話しますと、最初の地域の課題

は、柏都民と言われていた、朝起きて都内で働いて夜帰ってきて寝るだけというようなま

さに柏都民の方が定年を迎えた後、地域に戻っても全く知り合いもいない、やりたいこと

もないということで、地域における人と人とのつながりが大変希薄な状況にありました。

孤独死の問題も出てきましたし、どうやったらその人と人とのつながりを再生できるかと

いうのが課題の出発点でした。 

 当時、様々、民生委員の方とか保健師さんとかとそれこそ自宅をピンポンしながらたく

さんのシニアの方の声を聞いて回ったところ、一番自然に外に出やすくなる、地域と関わ

れるというのが、自宅のそばに仕事の場があるということでした。それだったら出られる

ということだったんですね。最初はサロンをつくるとか図書館をつくるとかいろんな仮説

を持ってアプローチしたんですけれども、就労が最も出やすいということで、働きたいと

きに無理なく楽しく働けて、かつ、これはまちづくりの一環でもありましたので地域の課

題解決にシニアの方の力を生かしていくと、そういう二つの要素を踏まえたこの生きがい

就労事業、生きがい就労の場をつくってきたのが柏のモデルということになります。当時、
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初年度の実績として、農業から福祉サービスまで２００名を超すシニアの方に新たなセカ

ンドライフを築いていただけたということが実績であります。今も現在進行形ですけれど

もたくさんのシニアの方が活躍していらっしゃいます。 

 この生きがい就労事業の開発のポイントとしては、住民と地域の事業者、地域資源をつ

なぐ中間支援の組織をつくって、その中間支援の組織が機能したから成功できたというふ

うに結論づけております。この事業に対する評価として、当時もそれぞれの事業者さん、

シニアの方からいろいろこのような前向きなお声もいただきました。 

 そして、課題解決の話に戻りますけれども、そういう柏市での経験なども踏まえて、や

はり地域が、それこそ自治体が中心となって、シニアと地域をつなぐ中間支援組織をつく

らないと話が始まらない、結局、誰かが動かないとこの問題は全く解決できないので中間

支援組織が必要だと思っています。昨年の高齢社会対策大綱でもそのことは取り上げられ

てきているかなと思います。 

 ただ、その中間支援組織はまだ確立していないんです。特に財政的に自立できている中

間支援組織というのは全国を探してもないと言っても過言でないと思います。結局、国や

自治体の予算など、ある程度財源があり人をつけることができて継続できています。そう

いう時限的な形で継続できているところはありますけれども、まだ完全には確立できてい

ないのが実態です。この中間支援組織をどうつくれるかということですが、厚労省の先ほ

どの環境整備事業もそうですし、この４月からスタートした内閣府の施策も同様ですけれ

ども、そのモデルをつくろうとしている渦中にあるというのが現在の状況になります。 

 では、自走できるモデルというのはどう考えられるかということで、こういうＧＢＢＣ

モデルということを描いたりはしてきています。その形はいろいろありまして、自治体機

能に内製化する官主導モデルから民間主導モデルもあり、理想は半官半民モデルというふ

うには考えています。福祉政策との関係で申しますと、この半官半民モデルの下に個別の

構成団体に機能を継承するというパターンもあると考えていますが、社協さんは期待する

候補です。社協さんは全国にある重要な社会のインフラでありますので、社協さんにこう

した機能をプラスオンしていけるということは一つの理想の形かなと私としては希望とし

て考えております。 

 その中間支援組織をつくりましょうという話に加えて、じゃあどうやって特にⅡ層シニ

アの方をよりスムーズにマッチングさせるかということの話になりますが、ちょっと工夫

が必要です。結論的には、学びから入って、そして仲間、つながりをつくって、そして新
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たな活躍、就労の場に移行できる、こういう一連の流れを作れることが重要です。これは

ある意味学校の機能ですよね。そういう地域のシニア向けの学校をつくるということが望

ましいというふうに考えています。介護や認知症、福祉の相談をしたい時には地域包括支

援センターなどがあるわけですけれども、セカンドライフ・キャリアを考える、また相談

できるような地域のインフラはあるようでないのが実態だと思います。民間ではあるかも

しれませんけれども、地域にそういうインフラがつくれないかなと思っています。ライフ

デザインセンターとか地域人材養成センターというような仮称をつけておりますけれども、

そういう地域の学校をつくるということも一つの福祉政策にならないかなというふうに考

えています。そういう中間支援組織の学校、ライフデザインセンターが、地域を支える役

割を担って活躍していく地域人材をどんどん輩出していくということが望ましい展開と考

えております。 

 最後になりますけど、スライドの下のところに記載のとおり、高齢社会対策大綱、三つ

の柱が提示されていますが、その二つ目、三つ目、地域共生社会の実現、また、認知症フ

レンドリー社会の実現の課題にシニアの方が取り組んでいくということが実現できると、

三鳥一石といいますか、まさに効果的、立体的な取組になると思っています。 

 国際的に見ましても、最近、元気のない日本ということがとかく言われておりますけれ

ども、まさにこの生涯現役社会をつくれるかどうかということが日本にとって、また東京

都にとっても重要な課題、ポイントだというふうに考えております。 

 駆け足となって恐縮でしたけれども、以上とさせていただきます。ご清聴、どうもあり

がとうございました。 

 

○栃本分科会長 前田臨時委員のご発表、ありがとうございました。非常に短い時間の中

でまとめていただきまして、ありがとうございます。 

 前田臨時委員におかれましては、先ほどお話ししましたように起草委員にも入っていた

だいて、今のお話も含めて徹底議論をさせていただきます。今、最後の辺りで「国では」

とおっしゃいましたけど、では、東京では具体的にどうするのか、どうできるのか。 

○前田臨時委員 すみません。 

○栃本分科会長 いや、いいんですよ、それを定義しないと我々の責任を果たせないので、

そこら辺を徹底して議論したいというふうに考えておりますので。 

 前田委員のただいまの発表を踏まえて、今から１５分程度なんですけれど質疑であると
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か意見交換等をお願いしたいと思います。これは実際一つ一つ見ていくと数時間でもでき

るんですね。お酒が入るとさらに倍ぐらいの時間を使って議論ができるようなネタが多く

含まれています。限られた時間で恐縮ですけれど、ご意見とか、こういうことはどうなの

かなということで、先ほど事務局からお話ししましたように挙手をしていただいてご発言

をいただきたいと思います。いかがでしょうか。Ｚｏｏｍで参加していただいています委

員の方々もご発言を頂戴したいと思いますので。 

 どうぞ、畑中委員。 

○畑中委員 畑中です。 

私は一般委員で、ただ、私も東大の高齢社会総合研究機構にいたときに柏の生きがい就労

なんかも見せていただき、実際に地域の方とお話をしたりして、その活動自体への評価は

しております。その上でなんですけど、生涯現役社会といったときには６５歳で今までの

仕事を辞めて生きがい就労に移るというのではなくて、まずは定年を延伸していくのか、

定年をなくすというほうがよっぽど生涯現役社会という言葉により近いと思うんですけれ

ども、なぜそこじゃないのかという、どうしてＣモデルがいいと思うのかということが説

明できていないかなと。もしかしたら東京都はできる、これは民間企業だけではないと思

うんですけれども、６５歳で定年、じゃあ民間企業だけではなくて東京都庁で定年は今幾

つなんですか、６０歳ですか。 

○石塚政策推進担当部長 ６５に段階的になりつつある段階です。 

○畑中委員 そうなんですね。すると東京都の職員についてモデル的に定年を延長します

ということを宣言したときにどういう問題があるのかということがはっきりしないと、ど

うしてそこで６５歳で生きがい就労に切り替わらなければならなくて急にマッチングとい

うことが言われるのかということが説明できないんじゃないかと思うんです。 

○前田臨時委員 ありがとうございます。 

 確かに定年をなくす、まさにエイジフリーな社会になればそれこそ理想的ではあります

けど、それは世界各国の事情を見てもそうですし、簡単に答えると、企業としてそれは難

しいということです。とりわけ大企業はそうですが、日本の企業はとかく雇用を守るとい

うことを優先する中で従業員を大切に雇用してきているわけですけど、それを延々と何歳

でもとなると人件費の問題等が見過ごせなくなります。また、最近、静かな退職というよ

うな言葉も聞かれるようになりましたけど中年期に入るとパフォーマンスが落ちてしまう

人も少なからずいて、ずっと抱え込み続けるというのもやっぱり企業として耐えられない
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ということがあるかと思われます。経団連がそれこそ旗を振ってもう定年をやめろという

ことを打ち出せば、また話は変わるかもしれないんですけど、経団連としてもそこまでは

考えていない。今は雇用している間の中高年社員をより生き生きと活躍してもらえるよう

なサポートや対策がメインテーマになっています。なので、そういう企業の立場、現状を

考えると、やはり６５歳というのがポイントになるかなと。これが２０年、３０年先、そ

れこそメンバーシップ型からジョブ型というような労働市場環境に変わり、雇用の仕方、

働き方が劇的に変わればまた話が変わってくるかもしれないですけれども。日本は雇用の

流動化が進まない、いわゆる外部労働市場が非常に脆弱ということが課題としてあります

が、やっぱりまだまだ元気なシニアの方をよりよく適材適所にマッチングできるような、

その外部労働市場をより強化するということが生涯現役社会に近づくための現時点では優

先的、有効な方向性かなというふうに考えております。 

○栃本分科会長 今、お二人の話をいただきましたけど、先ほどの前田委員の資料の３６

ページのところで前田先生御自身としてはパターンＣだというお話がありましたけど、こ

れは多分東京都内というか限られるかもしれない。一方東京は広いということもあるし大

企業中心モデルだけが適合的というわけではないとも言えます。どこにフォーカスを当て

るかということもありますが、一つに絞る必要はなく、多様であって良い。あと、柏モデ

ルのお話がありました。ただ、あれからもう１０年がたっているわけですよね、１０年と

いうのは相当な年月で、今の現実はもっと先に進んでいる、地域で地域をになうリタイア

ドパーソンの話というのももう変わっているんですね。今の７０歳と、１０年前の７０歳

とは世代が違います。１０年前の７０は今８０です。かなり変わっているんです、意識も

ね。だから、むしろ現実のほうが先行し始めているというところがあるんです。そこに着

目しなきゃ。したがって、今に合った形で、またたとえば、今の５５歳が６５歳になった

時、どういう形で東京の各地でそれに合ったような形でつくり上げていくかということだ

と思うんですね。これはみんなでこれから議論していかなければならないという認識です。 

 それで、前田委員はパターンＣが推奨と、自分はこれだと思うというので、それはそれ

でいいんです。ただ、それ以外のパターンというのを並立して走行するということと、も

う一つは、労働力、労働人口の逼迫化というか、その深刻さというのはもう強烈なわけで

す。大企業はちょっと違う部分がないわけではないんだけど。だから、現実はもっと早く

いろんなことに対応せざるを得なくなると思うんです。 

 それと、もう一つは、先ほど冒頭にちょっと触れましたけれど、この３６ページのとこ
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ろだと、ちょうど２０歳から始まって５０歳ぐらいで切りが６５歳辺りのところからパタ

ーンＡ、パターンＢ、Ｃ、Ｄとなっているんだけど、これがもっと前倒しになってこのパ

ターン自身がもっと前倒し、若者とか中年とか比較的若手の人が多様なものを選び始める

ということもあろうかと思うんですね。 

 あとは、シェアバリューとかなんとか言うけど、アメリカのもの、アメリカのハーバー

ド経営大学院とかそういう連中が行ったり、起業家がマーケット戦略として言っている中

身と違って、ヨーロッパではＣｒｅａｔｉｎｇ Ｓｈａｒｅｄ Ｖａｌｕｅ ｉｎ Ｌｏｗ 

Ｉｎｃｏｍｅ Ｍａｒｋｅｔｓと言うんです、これの考え方というのが非常に重要で、ア

メリカのビジネススクールの経営大学院の企業戦略としてのシェアバリューみたいな話と

は全然違うヨーロッパのそういう議論があるわけですよね。そういうのをこれから地域の

中でつくり上げていくというのが、従来の生きがい就労とかとはちょっと違うものとして

考えられると思うんです。畑中委員が問題提起をしてくださったので、こういう議論をど

んどんしていきたいというふうに考えております。 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 山田委員、お手を挙げられていると思うので。 

○山田委員 ありがとうございます。 

 前田委員、ありがとうございます。よく高齢者の状況が分かりましたし、このように進

めば本当に理想的なモデルになると思います。 

 その場合に、やっぱりモデルとなるのが割と郊外のベッドタウンみたいなところがモデ

ルになっているような気がします。東京の地域の特殊性をどういうふうに考えていらっし

ゃるのかなというのが一つ、まず第１点にお聞きしたいです。地域といっても東京の中で

もいろいろ地域がありますから、髙橋先生がよくおっしゃるように、高収入のタワマンの

ある地域もあれば、やはり生活保護者が多い公営団地が中心の地域もあります。戸建てに

しても、超高級住宅地もあれば、いわゆる下町的なところもあります。そういう多様な地

域にこのモデルを当てはめる場合にどういうところを注意したらいいのかというのを教え

ていただきたいというのが第１点です。 

 第２点は、やはりこれも東京の特殊性ですけれども別のところで働いている人が多いわ

けですね。私も職場は東京の八王子で山の中ですけども、私は長野県の町に住んでおりま

すので、住んでいる地域と働いている地域が全く別というケースが東京では多いと思いま

す。ご存じのように、東京都の職員でさえも東京都に住んでいない人は結構いると聞いて
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おります。だから、そういう人たちが地域で働くというときに、もともと地域にいた人た

ちとの、例えば自営で働いている人たちとの関係、昔、社会学では新住民と旧住民の対立

みたいなものが課題になっていましたけれども、そういうところをどう考えるのかという

のが一つ。 

 あと、いわゆる雇用者というのを前提にしているような気がします。今、仕事の形態と

いうのは多様化していますので、例えば地域にかかわらず働けるリモートワーカーとかフ

リーランスとかそういう働き方も増えていますし、もちろんその一方でその場で働かなき

ゃいけない清掃員とかそういう働き方もあります。そういう仕事の形態の多様性というの

をどうお考えになるのか。全部ではなくて構いませんので、もし何かお教えいただくこと

があるのであれば一つでも二つでも答えていただければありがたいです。 

 ありがとうございました。 

○栃本分科会長 お願いします。 

○前田臨時委員 ありがとうございます。 

 先生おっしゃるとおりに、確かに東京都の特殊性、実態を踏まえたときにどうかという

視点がちょっと足りなくて申し訳なく思うんですけれども、月並みのコメントになってし

まいますが、人口の量的な問題よりも質的なところで課題があると思っています。隣に誰

が住んでいるか分からないという人も少なくないわけで、世代間のつながり、また外国の

方も含めて、人はたくさんいるけれどもコミュニティ単位ではつながっていないというこ

とが東京都は強いんではないかなと、あくまでも個人的な意見なんですけれどそういうふ

うに思っています。 

 それと、フリーランスや様々な働き方が多様化してきている中でそういうことを加味し

てどういうふうにアプローチするかというのも、まさに先生がおっしゃるとおりで、私も

そのことは非常に重要だと思っています。今日の説明ではそこまでは触れることができま

せんでしたし、雇用のことが中心になってしまいましたけど、雇用に限らず働き方、活躍

の仕方のパターンは様々なことがあります。社会参加のことまで広げると話が広がり過ぎ

てしまうと思って今日は止めましたが、様々な働き方、活躍の仕方の選択肢が多様化して

きているなかで、その人のニーズに合ったマッチングをどういうふうに進めていけるか重

要な課題です。中間支援組織や学校ができれば、その中でよりよい、その人に合ったマッ

チングが進められるよう、研究開発的なことも必要になると考えているところでございま

す。 
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○栃本分科会長 山田委員、また原田委員、ありがとうございます。 

○山田委員 ありがとうございました。 

○栃本分科会長 山田委員、ありがとうございました。 

 前田委員からすると、柏モデルを当てはめようというんじゃなくて柏モデルの要素分析

をするということも必要ですよという感じでおっしゃっていたと思うので、こういう形で

もあるんだけどそれを要素分析するとこういう形になると、要素分析してそれを活用する

ということは大いにあり得るものだと思います。 

 あと、先ほど来お手を挙げていただいていますお二人にご発言を頂戴したいと思います。

最初に、三沢委員、お願いします。 

○三沢委員 前田委員、ありがとうございました。委員長もおっしゃるように、本当にた

くさんの議論の論点がある、とても有意義なご提示だったと思っております。 

 先生のお話の中で就労というところに比較的寄っておりますけれど、地域貢献というこ

とももう一つのキーワードと思って拝聴しておりました。私は東京のニュータウン地域に

住んでおりまして、町会や自治会の仕事もやっております。やっぱりあまり参加してくだ

さらない、町会の役員の成り手がいない。労働人口がどんどん減っていくと、区市町村の

住民サービスは、これからに向けて２０４０年までにはかなり財政的にも人的にも減って

いくものですから、そうすると地域の住民の方に活躍していただかないとサービスが低下

していくことになろうかと思います。そうすると、やはり区市町村レベルで今回は施策を

考えていかなきゃいけない。そのためには先生のおっしゃる中間支援施設があるといいと

私も思います。 

 町会、自治会になかなか参加しないのは、地元というものがキーになっていかないとな

かなか地域に大きな企業で、もともと都内で勤めていてニュータウンに戻ってくるような

人は仕事というキーワードがないと地域に根づいていかないだろうと私も思っております。

区市町村では、先生は社協が中間施設の一つの候補ということでありましたけれども、そ

れに恐らく障害者の雇用、就労もあるだろうと思います。私は作業療法士として高次脳機

能障害や知的障害の方で現在就労している方の支援もしておりますが、総合的に障害者や

高齢者も含めて支援していく必要があると思います。 

 そうすると、イメージとして、区市町村レベルでどんな機能、中間支援施設があるとい

いかが私は、いま一つイメージが思いつけていないです。社協を基にしてシルバー人材セ
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ンターがありましたが、高齢者、障害者も含めて区市町村で支援する総合的に地域共生社

会として２０４０年を目指していく機関としてどのようなものがあるといいかを教えてい

ただきたいと思います。 

○栃本分科会長 では、お願いします。 

○前田臨時委員 ありがとうございます。 

 まず、いろんなステップ感はありますけども、必須で必要だということではその地域の

資源、地域にどういう需要があったりどういうサービスがあるということについて網羅的

に把握している、また可視化できているということが必要だと思います。そういう情報の

データベースはあるようでないのが実態だと思います。もちろん都からの、また自治体か

らいろいろな情報が届くわけですけれども、全体として何があるというのが手に取ってす

ぐ分かるという状態にはないと思うんですね。まずはそれぞれの地域単位、コミュニティ

単位でその資源の把握と見える化ということが必要ではないかと思っています。 

 その上で、そういう情報、選択肢を見た上で自分にどれが向いているかとか、それを見

つけていくプロセスが必要になりますが、これに関しては檜山先生のＧＢＥＲなどＩＣＴ

のツールなども有効になると思います。地域を知る、見える化するということがまずは必

要かなというふうに思っております。 

 ちょっと答えになっていないかもしれません。 

○栃本分科会長 ありがとうございました。 

 前田先生、ありがとうございました。原田委員と駒村委員がそれぞれ先ほど来お手を挙

げていただいていますので。本当はもっといろいろ議論したいところなんですけれど、時

間の関係でお二人にまずは限らせていただきます。 

 原田委員、お願いします。 

 原田委員、お願いします。 

○原田臨時委員 ありがとうございます。 

 私からも、今出てきた中間支援組織、プラットフォームについて一つ質問させてくださ

い。「生きがい就労」という言葉を使うと、やはりシルバー人材センター、いわゆる既存

の組織との関係性というのが問われると思うんです。先生が考えている中間支援組織と、

既存の特にシルバー人材センターとの競合する部分をどうお考えか、簡単にお願いいたし

ます。 

○前田臨時委員 ありがとうございます。 
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 機能としてかなり競合する、重複するところはあるんですけれども、批判ではないんで

すけれども、シルバー人材センターはなかなか活用されていないという実態があると思

うんですね。全国のデータにはなりますけど、６５歳から７４歳でもシルバー人材セン

ターは４％程度しか登録されていない。また基本的に会費を払わないといけない会員組

織でもあるという組織の性質を考えたときに、シルバー人材センターではこの定年後の

空洞化問題を全て解決するのは難しいというふうに思っていまして、あくまでシルバー

人材センターも中間支援組織と連携、協働いただく機関に位置づけられて、シルバー人

材センターも含めて地域のマッチングを推進していくということが理想と考えます。 

○栃本分科会長  

○栃本分科会長 どうもありがとうございました。 

 時間の関係で、原田委員と駒村委員から先ほど来お手が挙がっておりますので、次に駒

村委員にご発言お願いしたいんですけど。恐縮ですが、その後は、ちょっと時間の関係

もあり後日また議論させていただくということで、今日、駒村委員までのご発言という

ことでお願いしたいと思います。 

 それでは、お待たせしました、駒村委員、お願いします。 

 それでは、お待たせしました、駒村委員、お願いします。 

○駒村委員 よろしくお願いします。ありがとうございます。 

 せっかく非常に興味深い材料を提供いただいたんで、少し議論を活性化するために、３

６ページのこのキャリアＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄですけれども、これと別にもう一個あるんではな

いかと。これは複線型です。、同時にいくつかの仕事をする、副業ではなく複線のキャリ

アというのがこの東京だとできるんじゃないかと。今お話しするのに時間がかかってしま

いますので、後で NHKの５月１５日の首都圏ナビ「なぜ“定年後のキャリア”を企業が支

援するのか 50 代前後の副業や悩み解決が組織力向上に？」でこの複線型のキャリアを紹

介しています。副業と言うと収入が大変なためにやっているみたいなんで、キャリア形成

の複線化みたいなものを今やっている企業も出てきていますのでもう一本あるんじゃない

かなと思います。東京みたいなところだったら週３日はこういう形、週２日はこういう形

というのが特に人生の後半だったらできるんじゃないかと思いますので、そういうのも選

択肢かなと思います。 

 中間支援組織なんですけども、今日は就業支援のほうでありましたけど、中間支援組織

は先ほどあった内閣府の高齢社会対策大綱の委員会の中でも大変議論になって、これは複
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数の行政部門と付き合わなきゃいけないときに縦割りの問題にどうしてもぶち当たってし

まう。首長さんとか担当課長さんに非常に理解があると前に進むんだけど、首長や担当者

が代わると、この縦割りのなかで再び連携が停滞する。この担当者ガチャみたいなといっ

たものを、今日はせっかく東京都の福祉部局の委員会なんで、その中間支援組織が抱える

リスクみたいなものを行政の方たちと共有する、使うほうから見てどういう問題があるん

だということを共有しておく必要があるんではないかなと思います。特に福祉部門だと、

民間の企業なんかとうまくつながって制度横断的な問題を克服するとなると、やっぱり公

平性の問題への配慮とか民間のことがあまりよく分からない部分とか、あまりにも福祉行

政が前に出し過ぎちゃって連携できなくなっちゃうという問題もあります。今日は前田先

生に対する個別の質問というよりは、この中間支援組織というものが東京の民間の資源、

私は民間を地域共生社会に生かしていくことを「商助」と呼んでいるんですけれども、商

業の商に助けるという言葉があるんですけれども、そういう可能性を東京は持っています

ので、そういう視点からも今後その中間支援組織についても一つの重要な材料として議論

していきたいなと思いました。 

 以上です。 

○栃本分科会長 ありがとうございました。 

 これは前田委員に答えていただくということじゃなくて、重要な指摘だと思います。こ

の間の総会で駒村委員が、商助でいいんですよね、私、駒村先生の講演会の議事録を先日

読んだんですね、その中でそれが出ていたので総会でそれに触れられたんですけど、東京

都のこの審議会で議論をしたり、考えるときの要素として総会で駒村委員が述べられた部

分というのは極めて重要なのでテイクノートしたいと思います。 

 あと、駒村委員のほうから、東京都の福祉部局の人たちが入っているわけなんだから、

ちょっと問題意識を持って考えなきゃいけないと。前田委員がちょっと触れようとしたん

じゃないかと思うんですけど、プロボノのマッチングというのはなかなか、いろんな方が

おられると思うんだけど、マッチングがなかなか難しいとか、その工夫をどうするかとい

う議論は前々からあるわけなんだけど、こういう議論もしていくということだと思います。 

 それでは、時間のこともあり恐縮ですが、次のご発表に移りたいと思います。それでは、

多賀委員からご発表をお願いしたいと思いますので、ちょっとお待ちください。 

○多賀委員 ただいまご紹介いただきました多賀と申します。 

 このたび、こういう機会を栃本先生につくっていただきまして、本当にありがとうござ
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います。 

 今回、私、東京都立大学の出身でもありまして、知っている先生方もたくさんいる中で、

こういう発表することに対しては、ちょっと大丈夫かなと思うところもあるんですけど、

思ったところをお話しさせていただきたいというふうに考えています。 

 まず、経歴なんですけども、お手元に既に配付されている資料とちょっと変わっており

まして、なぜかといいますと、私が１週間前はまだ頭の中が整理し切れなくて、いろいろ

と試行錯誤した結果、今日、新しい資料で説明させていただきますので、画面のほうを中

心に聞いていただければというふうに思います。 

 私、慶応大学で生物心理学と臨床心理学を学びまして、その後、東京都立大学で小林先

生のゼミなんですけど、社会政策を学びまして、その後は経歴としましては、都市計画の

コンサルタントですとか、それから若年性認知症の有病率調査とか、社会参加ですとか、

あと、早稲田大学では社会福祉士の養成担当をしておりまして、あったこともあります。

また、看護師を対象にした社会福祉士の非常勤の講師を務めたりとか、あと、カウンセリ

ングオフィスで心理検査とかカウンセリングとかもやっております。あと、更生保護法人

で刑事事件の加害者の支援もしておりまして、いわゆる刑事事件になっている方の入り口

支援と、それから釈放された方の出口支援、こういう方たちの少年とか成人に対する支援

も行っています。その流れで障害者グループホームの世話人をやったりとかということも

あって、あと、昨年度までは後見制度に関係する中核機関の実務者会議の精神保健福祉士

として委員も務めておりまして、後見を申し立てられる、そういうところの現場にもいま

した。 

 そういうふうなところで、いろいろなバックグラウンドがあって、こういうお話をさせ

ていただくということも理解していただけるとありがたいです。 

 問題認識なんですけども、成年後見制度が恣意的に進められて、支援の打ち出の小づち

とか伝家の宝刀になっているんではないかと。成年後見制度の問題というのは、制度設計

の問題と、もう一つ、申し立てる側のいわゆるソーシャルワークの二つの問題になるんじ

ゃないかというふうに考えております。 

 こういうふうな問題に関して、まず、最初に、二人暮らしの父子に成年後見人が選任さ

れた事例をご紹介させていただきまして、その後、成年後見制度の制度設計とか運用に関

わる問題、それから、成年後見制度の見直しに関する論点、後見制度を申し立てる側、ソ

ーシャルワークに関する議論というふうな形で進んで、最後に政策の場なので、福祉社会
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の展望として、そういうことを踏まえた展望を語ってみたいというふうに思っています。 

 まず、二人暮らしの父子に成年後見人が選任された事例なんですけれども、お父様と息

子とそれぞれ両方同時に成年後見人が選任されました。お父様のほうはアルツハイマー型

認知症で軽度、息子さんのほうは中度の知的障害があるということです。 

 これから本人情報シートといいまして、成年後見制度を申し立てる側が作った情報シー

トをご紹介させていただきます。 

 作成者は、お父様も息子さんも地域包括支援センターの社会福祉士がそれぞれ作ってい

ます。 

申立ては同じ日に申し立てられておりまして、お父様のほうは物忘れとか理解力の低下

が見られている。通販とか海外の宝くじを購入したり、年金月に姪へ１０万円送金したり

しているということが金銭を散財していると。息子さんに対して虐待行為を行ってしまっ

たりしているということに対して後見を申し立てるということになっております。 

あと、息子さんに対しては、お父さんが本人の意思決定を行っていて、お父さんが本人

のお金を使い込んでいるということで、お父様の理解力が低くて、本当は本人はグループ

ホームに入ったほうがいいと思っているのに、そういうことを認めてくれないとか、あと、

手を上げてしまったりというふうなことに対して、ある意味、父子分離の手段として制度

を利用したというところです。 

後見制度を申し立てられた父子の基本情報としては、お父様に関しては、要支援１、共

済年金が入っていて、大体２０万ぐらいの月収があると。息子さんに対しては障害支援区

分２で、療育手帳Ｂ１、障害年金２級の月収がありまして、大体９万５，０００円という

ふうな状況になっています。 

本人情報シートは、要するに社会福祉士とか精神保健福祉士とか、作成した方のアセス

メントがここに反映されているわけですけども、お父様のほうは意思の伝達はできるけれ

ども、理解はほとんど理解できない。短期的な記憶はほとんど記憶できない。精神・行動

障害に関してはある。意思決定は日常的に困難というふうにアセスメントされています。 

息子さんに対しては、意思の伝達はできない場合があるけれども、理解の場合がある。

記憶もしていない場合がある。精神・行動障害はほとんどない。意思決定については特別

な場合を除いてできる。 

こういうふうなものを見ていただくと、知的障害の息子を養育する父親のほうが認知機

能が低いというアセスメントがここで起きているというふうなことです。 
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ここの本人情報シートの認知機能等の精神・行動障害のところでは、お父様のほうは理

解力が低くて、他者の言葉が全く頭に入らない。気に入らないことがあるとすぐに逆上し

てしまうと。金銭の管理については、対応が困難な状態になっていて、海外の宝くじを大

量に購入して散財してしまっているというふうなことで、これが果たして支援に抵抗する

お父様に対する認知症バイアスが働いているのか、あるいは、性格傾向なのかというとこ

ろの十分な検証がされずに、申し立てられているというところがあるというふうなことで

す。 

その他についての社会生活上の課題に関しては、お父様は、加齢や認知症による判断能

力の低下によって、同居の息子さん（知的障害）の世話を適切に行うことができないと状

態にあって、息子さんの金銭を適切に扱わなかったりとか、必要なサービスを利用させな

かったりしていると。 

社会生活上の課題への対応策に関しては、家族の中に適切な意思決定を行うことができ

る者がいないので、両方に成年後見人が選任されるというふうなことを言っています。 

息子さんに関しては、グループホームへの入居を希望しているけれども、お父さんの反

対にあって待機登録さえできないと。本人の意思決定が尊重されるような支援体制を整え

る必要があるというふうなこと。あとはお父さんは、関係者が勧めても、本人の部屋にエ

アコンを設置させないというふうなことが理由として挙げられています。 

これは認知機能なのか、それとも性格傾向なのか、息子さんへの経済虐待とか理屈のｿ

ｶﾞｲというふうなことの要因というのを確認が不十分なままアセスメントを行っているの

ではないかというふうに考えられます。 

実際にその他のところで、制度に関する本人の認識は、お父様は、申立てをすることを

説明していないし、これを知らない。本人が制度をよく理解できない上に、説明すると逆

上してしまうので、説明を行うことができないというふうに書かれています。 

息子さんについては、申立てをすることを説明していて知っていると。金銭管理をして

くれる人の手続を進めることについては「はい」と言われたというふうなことです。 

お父さんは成年後見制度を申立てすると、逆上するということが認知症の易怒性という

ふうに根拠づけられていて、中度の知的障害のほうは、制度を知っているというふうなこ

とを本人情報シートに記載しているわけですけども、このアセスメントは何か恣意的では

ないのかというふうに感じるわけです。 

次に、後見制度をも申し立てたときの診断書を作成した医師の診断書の内容です。 
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この診断書は、お父様に関しては所見としては物忘れ等が多くある。話合いができない。

感情失禁が度々あると。検査は長谷川式は１３点で、回復する可能性は低い。 

息子さんに関しては、身の回りのことはできるけど、社会生活は不可能。回復する可能

性は低いというふうに診断されています。 

ただ、父親の感情失禁が度々あると診断する所見というのは、実は申立てに対する善意

の協力ではないかというふうに考えられるわけです。 

引き続き、判断能力に関して、お父様は契約等の意味・内容を自ら理解し判断すること

ができない。見当識はまれに障害が見られる。意思疎通の障害はある。理解力・判断力は

軽い。記憶力の障害も程度は軽いというふうに判断されています。 

一方、息子さんに関しても、契約等の意味・内容は理解も判断することもできないけど

も、障害は高度、意思疎通はできないときが多い。問題が堅調にある。程度は重いという

ふうに判断されています。 

こういうふうに理解力・判断力の程度は軽いのに、契約等の意味・内容は理解・判断で

きないと診断するということは、これは申立てをする側に対する医師の善意の協力ではな

いかというふうに考えられます。 

その後、お父様は、選任されたことに対して納得できなくて、後見制度と家族の会とい

うのが設立されたのを新聞で見て、そこに自分で問い合わせて加入。その結果、この会を

後ろ盾にして後見制度の選任を取り消すという取組をしました。そのときに、もう一度、

診断書を作成した医師、同じ医師なんですけども、再診断をして診断書を医師が作りまし

た。 

そうすると、今度はお父様は、１年後にはアルツハイマー型認知症という診断は変わら

ないんですけれども、物忘れありという所見で感情失禁などの記述はなくなって、検査に

関しては長谷川式が２２点に上がって、回復する可能性については、分からないというふ

うに診断はしていますけれども、実際には回復しているという診断書になっていると。 

医師に苦情を申し立てたら、アルツハイマー型認知症の検査値まで改善したということ

は、診断に認知バイアスが働いているということを示唆するのではないかというふうなこ

とが言えるのではないかというふうに思います。 

引き続き、診断書ですけども、判断能力については、契約等の意味・内容を自ら理解し、

判断することができないという所見でしたけれども、再診のときは、契約等の意味・内容

を自ら理解し判断することができるというふうに変わっております。意思疎通の障害は、
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「あり」から「なし」に変わるというふうなことがあって、判断力が「ない」から「でき

る」に変わるということ自体が医師の恣意的な意見であって、そういうふうなものを申し

立てる側が利用していくという言い方もできるんじゃないかというふうに考えられます。 

審判の取消しをするために、鑑定もほかの精神科医に依頼されました。その結果、鑑定

の１、アルツハイマー型認知症の軽度から中等度の障害があって、近時記憶・出来事記憶

の障害は明らかにある。鑑定の２は、事理弁識能力は不十分であると。３番目で回復する

可能性は極めて低いというふうに鑑定されました。 

では、事理弁識能力、契約等の意味・内容を自ら理解し、判断する能力ということが不

十分というふうに鑑定されたというふうなことですけども、この鑑定自体、どうなのかと

いうふうなことです。 

説明では、お金を管理されるのは我慢できても、自分の目の治療も自分では決められな

いと。自分の知らんうちに長男がグループホームに入れられるというふうなことは耐えら

れんと。心のより所になる長男と引き離される不安というのはしっかり覚えていると。先

ほどの会に関しては、自ら電話して窮状を訴えて、裁判所の諸手続を行えている。自ら電

話して予約日時や担当医の名前も確認して鑑定を受けていると。認知症の症状は存在し、

これからも進行することから審判の取消しもできないので、補助相当するのが妥当という

ふうに考えるというふうに言っています。 

そうすると、将来の認知症の進行に備えて補助相当と鑑定するということがパターンに

よって直近の人生が制限させることにならないのかというふうな疑問も起きてきます。 

既往症及び現病歴に関しては、平成２６年にかかりつけ医から物忘れを指摘されている。

海外の宝くじを購入し、年金が入ると九州の姪っ子に１０万円を送金したりということが

判断力の低下の根拠とされています。自らの意見が反映されないことに納得がいかない、

一方で、そういうことに対して、自ら事務局に連絡を取って後見開始の審判の取消しを求

め、申立てを行っているということですけども、姪に対する１０万円送金というのは平成

２６年よりも前に始めている。そうすると、判断力か低下しているから、海外の宝くじを

購入したりとか、年間の姪へ送金するということが本当に認知症という要因に理由づけら

れるのかというふうな疑問も湧いてきます。 

生活の状況及び心身の状態に関していうと、日常生活の状況は、長男に対する虐待リス

クがあると。頭部ＣＴ検査については、海馬領域に萎縮がある。場所見当識が低下してい

ると。でも意識・疎通性に関しては、疎通性良好であると。理解力・判断力に関しては、
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８０代のことは迂遠で時間軸の混乱は明らかであるということから、判断力、理解力は低

下しているというふうに判断されてます。 

ただ、海馬領域に萎縮のあるアルツハイマー病というふうに判定されていますけれども、

疎通性は良好であると。近時記憶障害に基づいて判断力・理解力は低下というふうに鑑定

するというふうなことは、それが確証バイアスになっているんじゃないかというふうな疑

いもあるということです。 

さらに、続きとしては近時記憶障害は明らかであると。処理能力の低下とか、それから

易怒的な性格変化というのは前頭葉の衰えが理由ではないかというふうに言っていますけ

れども、では、易怒性という性格傾向の可能性があるのに前頭葉の衰えが原因というふう

に推定することも、これも確証バイアスではないかというふうな疑いがあります。 

姪に対する送金のことを依頼者の成年後見人が問い合わせているんですけども、それに

よると、そもそも□叔父の奥さんが病弱で、息子も障害があるので、助けてほしいという

ふうに言われたことが経緯であって、その後、姪の両親が亡くなって、それで、叔父が気

の毒に思って送金が決まったというふうなことが回答されているというと、姪への送金の

背景に互恵的な関係、叔父さんからすれば、善意があって送金し始めているのに、認知機

能の低下ということを理由にされているというふうなことは、それが本当に適切なのかと

いうふうなことで考えられます。 

息子の通所施設の生活支援員の話を直接聞いています。そこでは、□氏、お父さんにつ

いては、後見人が外れたんですけども、それはそうかなと思う。△さんと一緒にいること

で、息子さんといることで生活が安定しているというふうに理解している。 

息子さんの居宅介護サービスを利用しないと、お父さんの訪問介護では足りないから、

だから同居が望ましいというふうに判断したと。 

グループホームに関しては、お父さんが万が一のことがあったときに、欠員があるとは

限らないから息子さんの体験入所を勧めたと。お父さんの意向を聞かずに息子さんをグル

ープホームに体験入所させたことは反省しているというふうに言っています。 

息子さんに関しては、お金を使うとか使わないという判断はできると。息子さんはお父

さんが息子さんのお金を使うことは否定しない。お父さんが息子さんのお金を使い込んだ

ことに対しては不安しかないので、ただ、息子さんが信頼する身近な人が金銭管理をでき

れば望ましいのだけれども、ほかに後見人の選択肢がなかったので、この人になったとい

うふうに言っています。 
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お父さんは息子さんと一緒にいることで安定するという家族システムの視点が一つここ

で提示されていることと、ほかに選択肢がなかったので、この後見人が選任されたという

選任過程の問題がここで表れていると思います。 

実際にお父さん、息子の考えを直接聞いてみると、お父さんはグループホームに入所す

ることを、息子さんが入所することに対しては望ましいと考えていると。ただ体験入所し

たグループホームを利用することには抵抗があったと。 

息子さんのほうは、後見人のことは嫌っているというふうなことで、お父さんはグルー

プホーム入所に反対ではないのに、父子分離を強要されたという状態で、息子さんは本人

の嫌う後見人が選任されたと。こういうお父さんと息子さんの不幸を生んだというふうな

ことは、申し立てる過程、ソーシャルワークに問題があったのではないかというふうに考

えることができるということです。 

成年後見制度の制度の設計・運用に係る問題について挙げますと、専門職の善意という

のが最大の利益を決めているという、そういうふうなことについて、では、善意とか社会

的責任というのが成年後見制度の手段となっているという実情があるというふうなことで

す。 

それは例えば、お父さんが万が一のことになることを考慮して、それで息子をグループ

ホームへ体験入所させた。あるいは将来の認知症の進行に備えて補助相当と鑑定したとか。

事例１では、補助人の善意で被補助人の人生をほかの支援者が納得しなくても一方的に選

択したりというふうなことがあったりとか、親族の支援の仕方が専門職の支援方針に反し

たので、虐待とみなされたりというふうなことがあったりします。それは事例１と２なん

ですけれども、割愛させていただきます。 

あとは医師の過剰診断とパターナリズム、同調バイアスという問題もあるんではないか

と。医師は、制度の申立てに同調して感情失禁等々というふうに診断したりとか、あと、

会に加入後に心理検査値が改善して、判断能力が「ない」から「できる」に変わったりと

か、鑑定医も補助相当を選択するために契約等の意味・内容というのを後見制度と家族の

会に加入することは契約等の意味・内容に理解できるというふうに鑑定することも可能だ

と思うんですけれども、それは鑑定しなかった。あるいは宝くじの購入とか、姪への送金

とか、易怒性とか、判断力の低下とかということを認知機能の低下とか、前頭葉の衰えの

影響と鑑定したり、診察場面とか神経心理検査とか画像検査の所見だけを見て、支援を受

けても契約等の意味・内容に自ら理解・判断することができないというふうに判断できる
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のかというふうなことについては、認知的予備力仮説というふうなものが学説で紹介され

ていまして、要するに、これというのは、必ずしも画像の問題だけで、その人の能力を診

断することはできないというふうな仮説になっている。 

次に、見ず知らずの第三者後見人等を選任するということについてですけれども、アル

ツハイマー型認知症の方は、近時記憶機能とか注意分割機能とか計画機能が低下するので、

制度の説明を理解したりとか、記憶保持すること自体がそもそも難しい。第三者後見人等

が選任されたとしても、その方を理解したりとか信頼することが難しいというふうな本質

的な問題があると。そういうふうな方たちが選任されて、結果的に不幸になっているとい

うふうなことが起きているというふうなことです。 

次に、成年後見制度が意思決定の概念をゆがめている可能性もあるんではないかと。そ

れはなぜかというと、契約等の意味・内容を自ら理解し、判断することができるというふ

うなこと事理弁識能力というふうにみなしていますけれども、それがさらに拡張されて、

本人の何がしたいという意思決定とか欲求までが制限される状況が起きているというふう

なことが先ほどの事例からも分かるかと思います。 

認知機能が低下すると、本人の稼いできたお金の使途が本人の意向にかかわらず、愚行

権等の人格が認められないなどの後見人等の自身の規範に基づいて管理されるという状況

が起きているというふうなことです。 

次に、もう一つ、成年後見制度を申し立てるソーシャルワークの問題のほうですけれど

も、知的障害中度の息子よりも疎通性の良好な父のほうを認知機能が低いからということ

で申し立てるということに対して、恣意的に成年後見制度を利用しているのではないかと

か、それから、成年後見制度に反対するお父さん、それから知的障害の息子に対しての後

見制度の説明に関しても、お父さんには説明しないけれども、息子さんに対しては説明し

て、その上で、さらに息子さんは制度を知っているというふうに記述したりとかしていま

す。 

お父様は息子さんがグループホームに入所すること自体、必ずしも反対しているわけで

はなかった。金銭の散財に関しては、性格傾向の可能性もあったと。でも、そういうこと

に関して、お父さんの話を共感的、受容的な態度で傾聴して、ご本人のパーソナリティを

理解する認知症心理学のスキルがあったら、こういうふうな後見制度を申し立てるような

確証バイアスは働かなかった可能性もあるんじゃないかというふうなことです。 

成年後見制度の見直しに関する論点を以上からご紹介させていただきますけども、これ
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は私の単なる主観ですけれども、成年後見制度の意思決定能力の概念の前提になる合理的

な人間像の誤謬というふうなことがあると思います。そもそも後見制度の意思決定は合理

的であるという前提が意思決定は情動とか欲求が主要な役割を果たしているという心理学

の視点に反しているだけでなくて、後見人等の自我が被後見人等の意思決定に投影される

影響さえ示唆されるというふうなことで、特に投影というふうなことでは、フロイトの行

動論を見ていただくと、そもそも自我というものが欲求と、それから規範、超自我を調整

する役割を果たしているわけですけども、それは被後見人だけではなくて後見人も同じよ

うに自我が働いていて、後見人の自我というのが被後見人の自我に対して投影されること

によって、被後見人の意思決定が行われているという、そういうふうな分析もできるとい

うことです。 

第三者後見人等が機能的な役割から選任される仕組みの問題というのがあります。第三

者後見人というのは、機能的な役割から選任されているわけですけども、先ほどお話しし

たみたいに、認知症の病態というのは、感情は維持されるけども、合理的な判断は低下す

るというふうなことがあると、負の感情がそこから起きる可能性もあるというふうなこと

です。ですので、認知症の病態から考えたら、信頼関係を基盤とした十分な心情的な関係

を築かれる第三者を選任する仕組みが必要であるということではないかというふうなこと

です。 

それから、必要な時期、範囲、期間で利用できるスポット型制度導入の問題ですけども、

先ほどのお話の繰り返しになりますけども、こういうアルツハイマー型認知症の病態とい

うのは、リロケーションダメージといいまして、認知機能が低下すると、環境の急激な変

化に対応できなくて、ＢＰＳＤの発現とかを招きやすい。まさにスポット型制度というの

は、認知症の病態を考慮されていないんではないかということです。 

後見制度を申し立てる側のソーシャルワークに関する議論としては、こういう後見制度

を申し立てるということで、この人は認知症だという、そういう認知症バイアスとか、ラ

ベリングとか、確証バイアスが働いていたり、あと、パターナリズムといっていますけど

も、ご本人とか、息子さんによかれという、そういう善意に基づいて本人に対して申立て

を行っているということですけども、実際には本人とのパートナーシップというのが意識

された支援を行わないと、こういうふうな不幸が起きてくるんじゃないかと。 

もう一つは、先ほどの生活相談員の話がありますけども、因果モデルじゃなくて相互作

用モデルに基づいた視点に立ってソーシャルワークを行わないと、こういうふうな問題が
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起きる可能性があるということです。 

特に認知症とラベリングすることによって、性格傾向等の影響を捨象する認知症バイア

スが働きやすいというのはどういうことかというと、そもそも例えば、ＢＰＳＤというの

は、中核症状と言われる例えば近時記憶障害があったとしても、それに対して環境とか状

況とかということと性格傾向がお互いに影響し合って初めて周辺症状が現れるというふう

なことを考えると、単に中核症状だけで認知機能が低下して、だから後見制度を申し立て

ましょうとかというふうなことは、かなり乱暴なことではないかというふうなことです。 

そういうふうなことを考えると、ソーシャルワークというのは、性格傾向に関する理解、

パーソナリティの理解が欠けていると、確証バイアスが働きやすいというふうなことで、

臨床心理学の知識とかスキルというふうなものがないと、こういうふうな問題が起きる可

能性があるというふうに理解されるというふうなことです。 

事例３とかは、後で見ていただくとして、そういう意味で、パターナリズムではなくて

本人とのパートナーシップを意識した支援というふうなことと、因果モデルではなくて相

互作用モデルに基づいた支援というふうなことが求められるというふうなことです。 

こういうふうな問題を踏まえた上で、２０５０年の福祉社会の展望として、３点、かな

り乱暴ですけれども提案させていただくということです。 

まず、成年後見制度ですけども、後見人等の選任というのは、いい後見人等と心情的に

結ばれた信頼関係を必須要件として、専門的な機能が必要な場合は、後見人等が両者を媒

介するという、そういうふうな仕組みになる必要があるんではないかというふうなことで

す。 

こういうふうな発想というのは、むしろ、ソーシャルワークのほうから主導するべきこ

とであって、この制度を所管している法務省が、こういうふうな人間感がないので、そう

いうところというのは、ソーシャルワークの責任ではないかというふうに考えます。 

あと、２０５０年のソーシャルワークということでは、先ほどご紹介したみたいに、福

祉的な相談・援助というのは、やはり臨床心理学的な知見とか、それからスキルだとかと

いうふうなものが非常に重要になってくるということでは、そもそも養成の問題について

も考え直す必要があるのではないかというふうなことで、基礎的な課程については臨床心

理系と社会福祉系を両方学んで、その後、公認心理士とか社会福祉士とかという方向に進

んでいくほうが、より適切なソーシャルワークが提供されるのではないかと考えます。 

２０５０年の福祉学ということで、かなり乱暴な意見でありますけども、神話の時代か
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ら人類の夢というのは、ずっと変わらないと。不老不死の薬を求めた秦の始皇帝だとかフ

ァラオだとか、既に人間の一部はロボットになっているという石黒先生の意見だとか、最

近、創薬されているレカネマブとかドナネマブとかというふうなことも、ある意味、不老

不死の延長線上にあるということを考えると、不老不死と、それから、こういう今の世界

不安というのを同時に解決するということだったら、もはや、人間行動の撹乱要因である

情動脳の役割を喪失させていただいて、脳の前頭前野に生成ＡＩが置き換わるというふう

な人間の肉体がサイボーグ化されたほうが、将来の人類の希求に応えられるんじゃないか

と。そういうときにあるのは、ヒューマノイド福祉学かなというふうに考えます。 

もう一つは、行動福祉学というふうにいいますけども、むしろ、負の側面、抑圧とか規

定とか回避とかというふうなことを負の側面として捉えたときに、そういうことに対して

共感的に理解して伴走すると。そういうことに対して、否定するのではなくて、共生可能

な社会を目指すというふうなことで、比較心理学とか進化心理学の考え方を反映していま

す。 

なぜ、今、そういうふうなことを主張するかといいますと、結局、こういう問題も含め

て、あるいは、刑事事件になっている加害者の少年とか成人とかを見ていると、ある意味、

社会がそういうふうな人をつくってきていると。それは何かといったら、正しいことをす

ることが前提になっていて、間違ったことをすると、そういうことに対して社会が阻害し

ていくという、そういうことに対して、むしろ、そういう例えば、子供だったらけんかす

るとか、競争するとか、いじめをするということを大前提とした福祉の在り方というのも

考えていく必要があるんじゃないかと考えたということです。 

以上で、すみません、かなり雑駁な発表ですけども、終わらせていただきます。 

○栃本分科会長 どうもありがとうございました。 

 予定では、時間というのは５時までということではあるんですけれど、少し終了時間を、

延長してやりますけれど、この後のご用のある方はご退席いただければと思います。 

 それで、まず、現時点でのことですが、ご発表資料の中に特定の個人名という形が出て

おりますが、これは多賀委員のほうから、なぜ、これが出せるのかということについては

公開情報になっているということではあります。しかしながら、非常に微妙なことでもあ

りますので、ということは確かですので、現時点においては取扱いについては、ご注意い

ただきたいということを委員長としてお願いしたいということです。 

 その上で、最後の辺りについてはいろいろと議論があるところだと思いますが、本来の
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本題の成年後見制度については、皆様方全員、ご承知のように、見直しのための検討が大

分前から行われていることは確かなんですけども、やはり、今まではどうしても利用促進

計画とか、そういう話ばかりが出て、課題も相当あるんだということについては看過され

ている。あまりそれについて調べるということを、実は行政のほうがあまりしていないと

いう現実があるということで、そういう中にあって、制度にいろんな課題があるのに、促

進計画をそのまま受け止めて進めてしまうということは非常に危険なことですし、今、申

し上げたように、利用促進のためのいろんなプログラムであるとか、そういうことはすご

く奨励したりするんですけど、繰り返しになりますけど、現実の課題、実際にこういうこ

とが起きているという、あと裁判事例、そういうことがあるにもかかわらず、そういうこ

とについて実は知らない方も現実にはかなり多いということがあります。この際、そうい

う部分を中心にお話ししていただくというのが趣旨であったんですけど、かなり広範なこ

とについてもお話がございました。また、これについては別の機会に議論するというのは

重要だと思いますが、ソーシャルワークの本質論をやり始めますと大変ですので、それは

今回ご容赦いただいたということです。 

 では、お手が挙がっています髙橋委員からどうぞ。 

○髙橋委員 髙橋紘士でございます。 

 私は、１８９０年に全社協の研究情報センターの所長でして、そこで成年後見制度はこ

れから厚生行政で重要になるから研究しろと、その当時の老人福祉課長だった中村秀一さ

んから頼まれて研究をして、そういう経緯があるものですから、成年後見制度には関心を

持ち続けておりました。成年後見制度の出自が禁治産者、準禁治産から始まっていて、こ

れは明治民法にある話というのは、何かというと、家族制度を守る制度だったわけです。

それを換骨奪胎して身上監護という概念を入れて、専門職後見と家族後見、専門職後見の

中に社会福祉士を入れた。ところが、裁判所は、金がかかる部分は後見報酬が出せるのは

弁護士や司法書士にやらせて、金がないのは社会福祉士がやりますよねとかといって、私

は霞を食って生きているとわけじゃないと社会福祉士は怒っていましたが、そういう運用

上の問題があります。 

それから、いわゆる権利擁護という概念がどうも未熟だなというふうに思っていて、最近、

憲法１３条の幸福追求権との関係で権利擁護制度を位置づけるという議論をしたらいいん

じゃないかとひそかに考えておりますが、それはもう若い人にお願いする議論なんですが、

ちょっとパラダイムを変えないと、今日の提案はそういうことだと思うんです。今までの
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通年の成年後見制度で、いろいろな機能不全が起こっているよと。権利擁護機関を社会福

祉協議会が引き受けていることが多いのですが、その位置づけの問題、それから、専門職

と家裁との関係、裁判所側で関わるわけだから、それから、任意後見制度というのを、も

う少し積極的に位置づけられないか。これは最近、税所真也君という東大の助教をやって

いる人が、『成年後見の社会学』という著書で面白い課題を提起しており、今日の議論と

つながるなと思っているんです。信頼関係に依拠した権利擁護システムをどうつくるか。

その場合、単なるパターナリズムではなくて、ソーシャルワークだったら、公認心理士と

社会福祉士を一緒に教育するシステム、１００年たっても無理だよなと思いながら、伺っ

ていたんですが、そういうことを含めて、とても今日の多賀さんの議論をどう換骨奪胎し

て、先ほどの前田さんの話もそうですね。非常に充実していて、これらの課題提起を意見

具申にどう反映させるか、これからの議論の展開を楽しみにしております。 

 以上です。 

○栃本分科会長 ありがとうございます。 

 それでは、筒井委員、聞こえますか。 

○筒井委員 まずは、とても面白い発表をありがとうございました。 

 高齢者の尊厳を守るために創設された「成年後見制度」の課題がよくわかりましが。ご

説明いただきありがとうございました。それでは、ご発表に関して、多賀先生に、ご質問

させていただきます。先ほど髙橋先生からも「運用上の問題もある」とのご発言がありま

しが、今日のご発表からは、ソーシャルワークという観点から、対象になる方との信頼関

係ですとか、心情的な関係を重視した制度に成年後見制度を変えていく必要があるのでは

ないかというお話しとも受け取れました。その場合には、信頼関係とか心情的な関係とい

うのを、専門職、医師とかソーシャルワーカーが判断するというか、もっと言うと、専門

家として判断する、それを他者に分かるようにする、そういった仕掛けというのを、成年

後見というシステムに具備させることが必要になってくると考えますが、その点について

は、どうお考えをお教えいただけますでしょうか。 

○多賀委員 ご質問、ありがとうございます。 

 私は、実務者会議という先ほど、小林先生も参加されている会議なんですけれども、そ

こで申し立てられた過程もいろいろ見ていますと、結局、何々の機能が足りないから、だ

からこの専門職だという、そういう申立てにどうしても流れはなっているんですけども、

その過程を見ていると、一生懸命、その方を支援しているという専門職がいたりとか、あ
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るいは、その方が頼りにしている身近な方とか、そういうふうな資源があって、そういう

ふうな関係というのは、いろいろそういう事例に関わっていると、見えてくる問題なので、

どういうふうにそういう仕組みをつくるのかというふうなことは、ちょっと置いておくと

して、そういう関係が見えないか見えるかというふうなことでいったら、少なくとも、対

人支援に関わっている人だったら、そういうふうなことが見えるような資質とか、能力は

持っているんじゃないかというふうに、私は個人的には思っています。 

○筒井委員 ご回答いただきありがとうございました。先生のご意見としては、利用者の

声というか、当事者の意見とか、そういったことを聞き取る能力というんでしょうか、成

年後見制度を利用している高齢者、それから、それを支援している人、また、その家族と

かという制度を改善していくときに、その方々の意見を聞き取る能力というか、それを開

示して、信頼関係、心情的な関係というのを中核に置きながらも、これらの関係性を明示

し、両者の齟齬をなくすような仕掛けをもった制度にする必要があるのではないかと考え

ました。 

とてもよい発表、ありがとうございました。 

○栃本分科会長 ありがとうございます。 

 これについても、先ほどの前田委員のご発表もそうですけれど、あと、先ほど、髙橋委

員がおっしゃられましたけれど、引き続き、起草委員会などで、さらに議論を深めて、皆

様方にご提示したいというふうに考えております。 

 三沢委員と和気副会長からお手が挙がっております。ここまでにと言おうと思ったとこ

ろで、さっと手を挙げられてしまったので、畑中委員、手短にということで、先に三沢委

員と和気委員が挙手を先ほど来されていますので、先にご発言を頂戴したいと、畑中委員

で今日のご発言は、恐縮ですけれど、区切るということにさせていただきたいと。 

 三沢委員、お願いします。 

○三沢委員 では、手短にご意見。 

 私も障害区分認定審査委員会の委員をしておりますが、本日お示しいただいたような事

例が本当にたくさんあるという認識を持っております。先ほど善意の暴力という話があり

ましたが、それに陥りやすいことは、本当に多いと思います。心配して、その人を気にか

けている。何とかしてあげたいという発言する職員には、本当に善意で話されるが、善意

の暴力を陥りそうなことはたくさんあると思います。２０４０年に向けて地域では同様の

ことは増えていくのではないかと感じております。提示いただいたことというのは、今後
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考えていかないとならないと思っております。 

 以上です。 

○栃本分科会長 ありがとうございました。 

 それでは、お待たせいたしました。副会長の和気委員、お願いします。 

○和気分科副会長 時間が終了しておりますので、ごく手短に。 

 多賀先生と、それから、前田先生、どうもご発言、ありがとうございました。 

 私はソーシャルワークを専門にしておりますので、今日の多賀先生のご発表、大変深く

拝聴させていただきました。 

 公認心理師と社会福祉士で一部の科目の乗り入れる、そんなご提案もありましたけれど

も、精神保健福祉士というのもありまして、そちらについては一部科目の乗り入れもやっ

ておりますけれども、そこに至るまでにも、かなりの年月とエネルギーがかかっておりま

す。しかしながら、今、これだけ少子化が進行しており、それぞれの専門職を目指す学生

も減っておりますので、将来的には、心理ですとか、あるいは介護ですとか、福祉系の専

門職の一部の科目を乗り入れていく工夫といいますか、そういう努力はしていかなければ

いけないと思いました。それが１点です。 

 それから、成年後見制度のみならず、前半の前田先生のご発表のところで、就労の新た

なプラットフォームづくりというご提案もありましたけれども、私もかつて高齢者の就労

支援プロジェクトに関わったことがありまして、そのときに東京都のアクティブシニア就

労支援センターへのヒアリングなどもさせていただいたことがあります。現場の方からお

聞きすると、制度の改革も必要ですし、それから、一旦勤め始めても、なかなか高齢者の

意思だったり、プライドを尊重してあげるような職場が非常に少なくて、就労支援という

よりもカウンセリングしながら、一人一人をケアマネジメントではないんですけれども、

精神的にサポートし続けてあげないと、働き続けることが難しいというお話でした。そこ

にも個人の意思決定だったり、あるいは尊厳を守りながら、その方の人生をサポートする

ようなサポーター機能が果たせるソーシャルワーク機能を持った専門職、あるいは同様の

機能がしっかり備わっｋことがございました。 

 また、ボランティアにしても、、働き続けられない原因は、日本の企業の論理みたいな

ものを地域活動に持ち込んできる、男性高齢者という方々が一部いらして、それが嫌で辞

めていくという人が結構たくさんいるという研究結果も出ていますので、５０代ぐらいか

ら、企業とは異なる価値観を持った新しい生き方を共有したり育む場の整備と、それを人
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間関係も含めて調整していけるようなソーシャルワーク機能も介在させていくというか、

組み入れた新たな制度設計が、この制度に加えて必要になるのかと思いました。 

 以上です。 

○栃本分科会長 和気副会長、どうもありがとうございました。これも非常に示唆に富む

ご発言、サジェスチョンであったと思います。 

 先ほど、ご挨拶のときに申し上げましたように、３月に行われた総会における各委員の

ご発言は、事務局と一緒に徹底分析をすることにしておりますので、今日の議論も、徹底

分析というと変ですけれど、ご意見というか、サジェスチョンというものをきちんと受け

止めて、よく咀嚼して、それを次の議論に生かすという形にさせていただきます。 

 それでは、畑中委員、お待たせしました。どうぞ。 

○畑中委員 ありがとうございます。一般委員の畑中です。 

 私は、本業は民法の教員ですので、今日のお話というのは、かなりショックをもって受

け止めたところはあります。後見制度自体がソーシャルワーカーに依存していますし、そ

の力量によるというところでは、非常に大切な事例を教えていただいたと思います。 

 ただ、一方の、より大きな国全体としての議論としては、成年後見制度自体が認知症の

高齢者を守るためにあるはずなのに、ほとんど利用されていないと。大体認知症の高齢者

というのが全体４００万人いるうちの２５万人、六、七％ぐらいしか利用されていないと

いう、それがなぜなのかというところは、制度の利用のしづらさですとか、本人不在の制

度になるという、そういう理由があったんだと思います。 

 今までの成年後見制度が、成年後見だけではないですけれど、日本の福祉制度自体が保

護をするとか、支援をするとかという制度が入った瞬間から急に本人が不在になって、保

護の対象となる。本人は、先ほど、権利擁護みたいな話もありましたけど、本人は意思が

不在になってしまうというようなことはあったと思います。 

 じゃあ、そうすると、今後何が必要か。これは成年後見制度は、もうすたれているんじ

ゃないかとも言えると思いますし、六、七％しか使われていないんだったら。ただ、その

一方で、２５万人には少なくとも使われているんだから、それをどう考えるか、そういう

こともあると思います。 

 最後の多賀委員からは、成年後見制度を維持して、２０５０年度の成年後見制度という

ことを目指しているんですけど、本当に成年後見制度でいいんですかという、そういう疑

問が民法の教員として非常にふつふつと湧き上がってきて、例えば、アメリカですとか、
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信託の制度を使うというのはあると思うのですけれども、では、日本だったら、何が、ど

ういう制度が本当に具体的にどんな仕組みが本当は必要だったのという、そういう根本の

話なのかなという感じました。 

 すみません。ありがとうございます。 

○栃本分科会長 ありがとうございます。 

 今日、お二人に臨時委員に就任していただくと同時に発表いただきました。 

 次回６月にもお話ししていただくわけなんですけど、非常に有益な議論、そしていろん

なディスカッション、また、これから検討するに当たり、重要な論点にもなる部分、また、

制度設計とか、そういうことにも関わる、また制度設計にあたってどこに問題があるのか

ということについての示唆にもなったと思います。 

 今日、ご出席の髙山委員、今、慶応に移られていますけれども、髙山先生の東大時代の

講義を全部、私、拝見しているんですけど、その中で世界を眺めてみて、要するに諸外国

を俯瞰した上での脳機能のエイジングについてのご研究というのが東大時代の研究であり

まして、そのことから髙山委員には入っていただいたという経緯があるんですけど、一つ

は認知症のドクターの今まで議論されてきた、おっしゃっていることと、脳機能のエイジ

ングにおける最新知見というものはかなり隔たりがあって、そのことが実は多賀委員のご

発表にも関係があるんですけれど、人間の諸権利とか、あとは尊厳というものが奪われて、

社会システム優先、本人は全く不在ということになってしまっているということがあると

考えます。 

 また、英知・ウィズダムというのはかなり残るので、最終的には判断できるんだけど、

短期的記憶がないから、どうした、こうしたとか、もうできないんじゃないかというよう

な非常にシンプルというか、単純な観点を見てしまうというところが非常にあります。そ

のようなことから、英知があるにもかかわらず、短期記憶が弱くなっているので判断でき

ないとか、何もわからない、間違った判断をすると言って制限する、これは高齢者や障害

者の尊厳に反することが現に行われているということだろうと思います。 

 あと、もう一つ、副会長の和気先生からもお話がありましたけど、人生１００年時代と

いうのを考えたときに、それは障害者も当然のことながら、人生１００年、様々な障害を

持たれている方にとっての人生１００年ということでもありますので、そういう視点とい

うものを包摂した形でのまとめ、決して抜け落ちることなく、我々は意見具申に当たって、

その部分というものをしっかり書き記していくということも逆に重要であると思います。 
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 時間の関係で、この辺で終了させていただきたいと思いますが、今日は本当にどうも活

発な議論、ありがとうございました。 

 また、平岡委員長にこういう形でご出席いただいて、本来であれば、何かコメントをと

いうことになるんですけど、また、次回６月もありますので、そのときにはご発言を頂戴

したいと思っております。 

 それでは、活発なご議論、誠にありがとうございました。 

 では、最後に事務局から連絡事項があります。 

 あと、先ほど、私、途中で申し上げましたように、公開されているということではあり

ますけれど、繰り返しになりますけれど、個人情報に関するものが含まれておりますので、

取扱いについては、ぜひ確実にご留意していただきたいということでございます。 

 それでは、事務局のほうへ。 

○霜越政策推進担当課長 本日は熱心なご議論、誠にありがとうございました。 

 既に事務局のほうからご案内済みではございますけれども、次回検討分科会、６月１３

日、午後５時からを予定しておりますので、引き続き、よろしくお願いいたします。 

 本日、お車でお越しの方につきましては、駐車券をお渡しいたしますので、受付のほう

までお声かけいただければと思います。 

 また、入庁証につきましては、１階のセセキュリティーゲートに入庁証を入れると、ゲ

ートが開きますので、よろしくお願いいたします。万が一、ゲートが開かない等の事態が

ございましたら、お近くの警備員までお声かけいただければと思います。 

 事務局からは以上でございます。 

○栃本分科会長 それでは、本日の検討分科会は、これをもちまして終了させていただき

ます。どうもありがとうございました。 

（午後 ５時２２分 閉会） 

 

 


